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1. 2022年3月期の連結業績（2021年4月1日～2022年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期 182,313 ― 9,105 △13.4 9,081 △23.7 6,706 △20.2

2021年3月期 173,143 △6.0 10,514 10.8 11,910 19.1 8,399 27.2

（注）包括利益 2022年3月期　　6,373百万円 （△30.1％） 2021年3月期　　9,119百万円 （77.6％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年3月期 97.97 85.55 8.0 5.4 5.0

2021年3月期 117.16 103.15 10.4 7.1 6.1

（参考） 持分法投資損益 2022年3月期 △769百万円 2021年3月期 354百万円

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2022年３月期に係る各数値につい
ては、当該会計基準等を適用した後の数値となっておりますが、2021年３月期に係る各数値については遡及適用を行っておりませんので、2022年３月期の売上
高の対前期増減率は記載しておりません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年3月期 169,205 82,512 48.7 1,225.96

2021年3月期 168,350 84,482 50.1 1,175.90

（参考） 自己資本 2022年3月期 82,353百万円 2021年3月期 84,303百万円

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2022年３月期に係る各数値につい
ては、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年3月期 9,354 13 △9,646 35,966

2021年3月期 17,459 △2,160 △3,500 36,205

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年3月期 ― 12.50 ― 27.50 40.00 2,868 34.1 3.6

2022年3月期 ― 20.00 ― 20.00 40.00 2,687 40.8 3.3

2023年3月期(予想) ― 21.00 ― 21.00 42.00 35.3



3. 2023年 3月期の連結業績予想（2022年 4月 1日～2023年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 87,000 3.6 3,100 37.4 3,000 41.6 1,900 55.2 28.28

通期 192,000 5.3 11,200 23.0 11,600 27.7 8,000 19.3 119.09

※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

（注）詳細は、添付資料Ｐ．13「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期 72,196,487 株 2021年3月期 72,196,487 株

② 期末自己株式数 2022年3月期 5,021,981 株 2021年3月期 503,470 株

③ 期中平均株式数 2022年3月期 68,457,632 株 2021年3月期 71,693,073 株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及
び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ．４「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。

（決算補足説明資料の入手方法について）

　当社は、2022年５月30日（月）に証券アナリスト・機関投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で使用する決算補足説明資料につきましては、

ＴＤnetで開示するとともに、当社ウェブサイトに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

(1）当期の経営成績の概況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種の普及に伴う感染者減少や経

済政策の効果等により、国内においては緩やかな回復がみられるようになりましたが、一方で海外においてはウク

ライナ情勢の悪化など地政学的リスクの影響によるエネルギー価格の高騰やサプライチェーン問題の長期化が懸念

されており、先行き不透明な状況が続いております。

　当社グループを取り巻く建設・住宅業界におきましても、民間設備投資は緩やかながら持ち直しの動きがみられ

たものの、鋼材をはじめとした原材料価格やエネルギー価格の高騰の影響は大きく、依然として先行き不透明な状

況が続いております。

　そのような状況の中、当連結会計年度の売上高は182,313百万円となりましたが、利益面におきましては、新型

コロナウイルス感染拡大の影響は大きく、当社グループの全部門において利益の確保に全力で取り組みましたもの

の、営業利益は9,105百万円（前年同期比13.4％減）、経常利益は9,081百万円（前年同期比23.7％減）、親会社株

主に帰属する当期純利益は6,706百万円（前年同期比20.2％減）となりました。

　なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から

適用しており、当連結会計年度の売上高が7,358百万円、売上原価が7,358百万円それぞれ増加しております。営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。また、当連結会計年度における経営

成績に関する説明は、売上高については前連結会計年度と比較しての前年同期比（％）を記載せずに説明しており

ます。

　セグメントの業績は次の通りであります。

１．シャッター関連製品事業

　「収益認識に関する会計基準」適用の影響を含め、当連結会計年度の売上高は70,019百万円となりましたが、

営業利益につきましては6,687百万円（前年同期比11.8％減）となりました。

２．建材関連製品事業

　「収益認識に関する会計基準」適用の影響を含め、当連結会計年度の売上高は74,874百万円となりましたが、

営業利益につきましては1,742百万円（前年同期比23.4％減）となりました。

３．サービス事業

　緊急修理対応及び定期保守メンテナンス契約等が堅調に推移しました結果、連結子会社文化シヤッターサービ

ス株式会社を中心に、当連結会計年度の売上高は25,179百万円となり、営業利益につきましても4,039百万円

（前年同期比9.0％増）となりました。

４．リフォーム事業

　ビルの改修等を手掛けるリニューアル事業及び住宅用リフォーム事業に注力しており、連結子会社ＢＸゆとり

フォーム株式会社を中心に、当連結会計年度の売上高は5,733百万円となりましたが、特に新型コロナウイルス

感染拡大防止に伴う受注制限の影響が大きく、住宅用リフォーム事業が低調に推移しました結果、営業損失は

135百万円（前年同期は営業損失179百万円）となりました。

５．その他

　社会問題化しているゲリラ豪雨等に対する浸水防止用設備を手掛ける止水事業等が低調に推移しました結果、

当連結会計年度の売上高は6,506百万円となり、営業利益は906百万円（前年同期比17.7％減）となりました。

(2）当期の財政状態の概況

資産、負債及び純資産の状況

　当連結会計年度末の総資産は169,205百万円となり、前連結会計年度末に比べ855百万円増加しました。流動資産

は100,437百万円となり、2,994百万円増加しました。これは、電子記録債権が増加（1,477百万円）、原材料及び

貯蔵品が増加（657百万円）、仕掛品が増加（317百万円）したことが主な要因であります。固定資産は68,768百万

円となり、2,138百万円減少しました。これは、建設仮勘定が増加（827百万円）、繰延税金資産が増加（536百万

円）した一方で、投資有価証券が減少（2,547百万円）、機械装置及び運搬具が減少（484百万円）、無形固定資産

のその他が減少（358百万円）したことが主な要因であります。
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 2018年３月期  2019年３月期  2020年３月期  2021年３月期  2022年３月期

 自己資本比率（％） 45.6 45.7 46.4 50.1 48.7

 時価ベースの自己資本比率

（％）
48.2 35.5 33.9 44.9 39.1

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年）
2.8 0.6 0.6 0.3 0.7

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
92.7 169.4 57.2 88.0 43.2

　当連結会計年度末の負債は86,693百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,825百万円増加しました。流動負債

は52,619百万円となり、2,775百万円増加しました。これは、未払消費税等が減少（1,425百万円）、未払法人税等

が減少（588百万円）した一方で、電子記録債務が増加（4,156百万円）、支払手形及び買掛金が増加（716百万

円）したことが主な要因であります。固定負債は34,073百万円となり、50百万円増加しました。これは、役員退職

慰労引当金が減少（113百万円）、繰延税金負債が減少（32百万円）、長期借入金が減少（21百万円）した一方

で、リース債務が増加（208百万円）したことが主な要因であります。

　当連結会計年度末の純資産は82,512百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,970百万円減少しました。これ

は、親会社株主に帰属する当期純利益の計上（6,706百万円）により増加した一方で、自己株式の取得（5,000百万

円）により減少、配当金の支払い（3,316百万円）により減少したことが主な要因であります。

(3）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、35,966百万円となり、前連結会計年

度末に比べ239百万円減少しました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において営業活動の結果獲得した資金は9,354百万円（前年同期比46.4％減）となりました。

　収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益10,177百万円、仕入債務の増加額4,494百万円、減価償却費4,036百

万円、棚卸資産の減少額2,604百万円であり、支出の主な内訳は、売上債権及び契約資産の増加額6,681百万円、法

人税等の支払額4,307百万円、その他負債の減少額1,655百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において投資活動の結果獲得した資金は13百万円（前年同期は2,160百万円の使用）となりまし

た。

　収入の主な内訳は、投資有価証券の売却による収入1,984百万円、定期預金の減少額485百万円、保険積立金の解

約による収入245百万円であり、支出の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出2,232百万円、無形固定資産の

取得による支出372百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は9,646百万円（前年同期比175.6％増）となりました。

　支出の主な内訳は、自己株式の取得による支出5,057百万円、配当金の支払額3,313百万円、リース債務の返済に

よる支出1,010百万円、長期借入金の返済による支出244百万円であります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

　　　２．各指標は、下記の基準で算出しております。

　　　　　自己資本比率…………………………………自己資本÷総資産

　　　　　時価ベースの自己資本比率…………………株式時価総額÷総資産

　　　　　キャッシュ・フロー対有利子負債比率……有利子負債÷キャッシュ・フロー

　　　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ………キャッシュ・フロー÷利払い

　　　３．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

　　　４．キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用して

　　　　　おります。

　　　５．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象として

　　　　　おります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を利用しておりま

　　　　　す。
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(4）今後の見通し

　新型コロナウイルス感染拡大については、ワクチン接種の広がりに伴う経済活動の正常化が期待される一方で、

新たな変異株による脅威などの不安要素も否定できず、依然として先行きが見通せない状況が続くものと予想され

ます。

　当社グループを取り巻く建設・住宅業界におきましても、非住宅投資は投資が回復しつつある事務所や国内外の

景気回復を受け、引き続き堅調に推移することが見込まれますが、住宅投資については、コロナ禍において先送り

されていた需要が顕在化するものの、住宅着工戸数の鈍化によりやや軟調に推移すると見込まれ、加えて悪化して

いるウクライナ情勢についても未だに収束までの道筋は見えず、更なる原材料価格の上昇や為替の変動等様々な景

気の下振れリスクが残ることが懸念されており、依然として先行き不透明な状況が続くものと予想されます。

　このような事業環境の中、2023年３月期の連結業績につきましては、売上高1,920億円、営業利益112億円、経常

利益116億円、親会社株主に帰属する当期純利益80億円を見込んでおります。

(5）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社の利益配分に関する基本的な考え方は、財務体質の強化と安定的な利益確保により株主への安定配当を継続

しつつ、業績を勘案して配当額を決定することを基本方針としております。

　当期の期末配当につきましては、１株当たり20円とし、中間配当20円と合わせて年間配当を40円とさせていただ

く予定です。なお、今後の株主配当につきましては、連結配当性向35％を目安として努めてまいります。

　次期の配当につきましては、１株当たり年間42円（中間配当21円、期末配当21円）を予定しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。

　なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 37,179 36,454

受取手形及び売掛金 35,433 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 40,740

電子記録債権 4,370 5,848

商品及び製品 11,954 8,484

仕掛品 1,001 1,318

原材料及び貯蔵品 4,317 4,974

その他 3,285 2,729

貸倒引当金 △99 △114

流動資産合計 97,443 100,437

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 11,134 10,849

機械装置及び運搬具（純額） 5,014 4,530

工具、器具及び備品（純額） 789 687

土地 12,630 12,949

リース資産（純額） 1,181 1,306

使用権資産（純額） 2,203 2,342

建設仮勘定 258 1,085

有形固定資産合計 33,212 33,752

無形固定資産

のれん 4,211 4,021

リース資産 52 44

その他 4,970 4,611

無形固定資産合計 9,234 8,677

投資その他の資産

投資有価証券 18,658 16,111

破産更生債権等 196 149

退職給付に係る資産 1,672 1,713

繰延税金資産 5,496 6,033

その他 2,736 2,572

貸倒引当金 △300 △241

投資その他の資産合計 28,460 26,338

固定資産合計 70,907 68,768

資産合計 168,350 169,205

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 16,176 16,892

電子記録債務 12,052 16,208

短期借入金 1,727 1,504

リース債務 733 837

未払法人税等 2,355 1,767

未払消費税等 1,857 432

未払費用 5,723 5,835

契約負債 － 3,152

賞与引当金 3,666 3,809

役員賞与引当金 179 154

工事損失引当金 69 289

設備関係支払手形 347 140

その他 4,954 1,595

流動負債合計 49,844 52,619

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 10,000 10,000

長期借入金 21 －

リース債務 3,108 3,317

繰延税金負債 744 712

役員退職慰労引当金 366 253

退職給付に係る負債 19,102 19,113

受入保証金 581 577

長期前受収益 8 8

資産除去債務 50 51

その他 38 39

固定負債合計 34,023 34,073

負債合計 83,868 86,693

純資産の部

株主資本

資本金 15,051 15,051

資本剰余金 12,304 12,323

利益剰余金 54,171 57,555

自己株式 △157 △5,157

株主資本合計 81,370 79,773

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,960 2,975

土地再評価差額金 △76 △76

為替換算調整勘定 △995 △515

退職給付に係る調整累計額 45 197

その他の包括利益累計額合計 2,933 2,580

非支配株主持分 178 158

純資産合計 84,482 82,512

負債純資産合計 168,350 169,205
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

売上高 173,143 182,313

売上原価 126,348 135,340

売上総利益 46,794 46,972

販売費及び一般管理費 36,280 37,866

営業利益 10,514 9,105

営業外収益

受取利息 20 18

受取配当金 289 279

受取賃貸料 77 71

受取保険金 15 16

助成金収入 75 60

持分法による投資利益 354 －

為替差益 682 374

その他 184 306

営業外収益合計 1,699 1,128

営業外費用

支払利息 198 216

コミットメントフィー 28 8

持分法による投資損失 － 769

その他 77 159

営業外費用合計 304 1,152

経常利益 11,910 9,081

特別利益

固定資産売却益 19 12

投資有価証券売却益 243 1,134

課徴金返還額 63 －

その他 21 －

特別利益合計 348 1,147

特別損失

固定資産売却損 0 1

固定資産除却損 29 14

投資有価証券売却損 － 35

特別損失合計 30 51

税金等調整前当期純利益 12,227 10,177

法人税、住民税及び事業税 4,044 3,731

法人税等調整額 △235 △280

法人税等合計 3,808 3,451

当期純利益 8,419 6,726

非支配株主に帰属する当期純利益 19 19

親会社株主に帰属する当期純利益 8,399 6,706

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

当期純利益 8,419 6,726

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,241 △977

為替換算調整勘定 △523 104

退職給付に係る調整額 △4 79

持分法適用会社に対する持分相当額 △14 440

その他の包括利益合計 700 △352

包括利益 9,119 6,373

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 9,099 6,353

非支配株主に係る包括利益 19 19

（連結包括利益計算書）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 15,051 12,304 47,564 △156 74,763

当期変動額

剰余金の配当 △1,792 △1,792

親会社株主に帰属する
当期純利益

8,399 8,399

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 0 6,606 △0 6,606

当期末残高 15,051 12,304 54,171 △157 81,370

その他の包括利益累計額
非支配株主持
分

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 2,620 △76 △317 6 2,233 160 77,157

当期変動額

剰余金の配当 △1,792

親会社株主に帰属する
当期純利益

8,399

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

1,339 － △678 38 700 18 718

当期変動額合計 1,339 － △678 38 700 18 7,325

当期末残高 3,960 △76 △995 45 2,933 178 84,482

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自2020年４月１日　至2021年３月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 15,051 12,304 54,171 △157 81,370

会計方針の変更による
累積的影響額

△6 △6

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

15,051 12,304 54,164 △157 81,363

当期変動額

剰余金の配当 △3,316 △3,316

親会社株主に帰属する
当期純利益

6,706 6,706

自己株式の取得 △5,000 △5,000

自己株式の処分 0 0 0

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

19 19

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 19 3,390 △5,000 △1,590

当期末残高 15,051 12,323 57,555 △5,157 79,773

その他の包括利益累計額
非支配株主持
分

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 3,960 △76 △995 45 2,933 178 84,482

会計方針の変更による
累積的影響額

△6

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

3,960 △76 △995 45 2,933 178 84,475

当期変動額

剰余金の配当 △3,316

親会社株主に帰属する
当期純利益

6,706

自己株式の取得 △5,000

自己株式の処分 0

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動

19

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△985 － 479 152 △352 △20 △373

当期変動額合計 △985 － 479 152 △352 △20 △1,963

当期末残高 2,975 △76 △515 197 2,580 158 82,512

当連結会計年度（自2021年４月１日　至2022年３月31日）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 12,227 10,177

減価償却費 3,832 4,036

のれん償却額 441 421

貸倒引当金の増減額（△は減少） △54 △47

賞与引当金の増減額（△は減少） 250 142

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 52 △25

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 73 124

受取利息及び受取配当金 △310 △298

支払利息 198 216

投資有価証券売却損益（△は益） △243 △1,099

固定資産処分損益（△は益） 11 3

持分法による投資損益（△は益） △354 769

課徴金返還額 △63 －

売上債権の増減額（△は増加） 6,859 －

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） － △6,681

棚卸資産の増減額（△は増加） 2,425 2,604

仕入債務の増減額（△は減少） △5,145 4,494

受入保証金の増減額（△は減少） 0 △4

その他の資産の増減額（△は増加） 365 378

その他の負債の増減額（△は減少） 6 △1,655

その他 3 △5

小計 20,576 13,551

利息及び配当金の受取額 354 327

利息の支払額 △198 △216

課徴金の返還による収入 63 －

法人税等の支払額 △3,337 △4,307

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,459 9,354

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 360 485

投資有価証券の売却による収入 525 1,984

投資有価証券の取得による支出 △21 △21

有形固定資産の売却による収入 4 28

有形固定資産の取得による支出 △2,375 △2,232

無形固定資産の取得による支出 △526 △372

保険積立金の解約による収入 44 245

貸付けによる支出 △85 △89

貸付金の回収による収入 111 99

その他 △197 △114

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,160 13

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日

　至　2022年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 200 －

長期借入金の返済による支出 △1,001 △244

リース債務の返済による支出 △904 △1,010

自己株式の取得による支出 △0 △5,057

自己株式の売却による収入 0 0

子会社の自己株式の取得による支出 － △20

配当金の支払額 △1,793 △3,313

非支配株主への配当金の支払額 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,500 △9,646

現金及び現金同等物に係る換算差額 13 38

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,812 △239

現金及び現金同等物の期首残高 24,393 36,205

現金及び現金同等物の期末残高 36,205 35,966

- 12 -

文化シヤッター㈱(5930) 2022年３月期 決算短信



（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより工事契約に関して、工事の進

捗部分について成果の確実性が認められる場合には工事進行基準を、この要件を満たさない工事には工事完成基準を

適用してまいりましたが、当連結会計年度の期首より履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識

する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りが出来ない工事については、原

価回収基準を適用しております。また、工期が短い工事については、原価回収基準は適用せず、完全に履行義務を充

足した時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の

利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定

める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した

契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適

用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に

基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。

また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連

結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示していた「その他」は、当

連結会計年度より「契約負債」及び「その他」に含めて表示しております。また、前連結会計年度の連結キャッシ

ュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」に表示していた「売上債権の増減額（△は増

加）」は、当連結会計年度より「売上債権及び契約資産の増減額（△は増加）」に含めて表示しております。ただ

し、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により

組替えを行っておりません。

この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結貸借対照表は、「商品及び製品」

は6,129百万円、流動資産の「その他」は1,228百万円、流動負債の「その他」は4,998百万円減少し、「受取手形、

売掛金及び契約資産」は4,810百万円、「契約負債」は2,450百万円増加しております。当連結会計年度の連結損益計

算書は、売上高は7,358百万円、売上原価は7,358百万円それぞれ増加しております。営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書の税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。

当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利益剰余金

の期首残高は６百万円減少しております。

１株当たり情報に与える影響は軽微であります。

なお、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る顧客との契約から生

じる収益を分解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準

第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方

針を将来にわたって適用することといたしました。これによる連結財務諸表への影響はありません。
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（表示方法の変更）

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において、「受取手形及び売掛金」に含めていた「電子記録債権」は、金額的重要性が増したた

め、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連

結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「受取手形及び売掛金」に表示していた39,804百万円は、

「受取手形及び売掛金」35,433百万円、「電子記録債権」4,370百万円として組み替えております。

前連結会計年度において、「支払手形及び買掛金」に含めていた「電子記録債務」は、金額的重要性が増したた

め、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連

結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「支払手形及び買掛金」に表示していた28,228百万円は、

「支払手形及び買掛金」16,176百万円、「電子記録債務」12,052百万円として組み替えております。

（セグメント情報等）

ａ．セグメント情報

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

　当社グループは、地域別に支店を置き、取り扱う製品・サービスについて各地域での包括的な戦略を立案し、

事業活動を展開しております。取締役会は、製品・サービス区分による事業業績の報告をもとに経営に関する意

思決定を行っております。

　したがって、当社グループは、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「シャッター関連製品事

業」、「建材関連製品事業」、「サービス事業」及び「リフォーム事業」の４つを報告セグメントとしておりま

す。

　「シャッター関連製品事業」は、工場・倉庫向けシャッター、店舗向けシャッター等を生産・販売しておりま

す。「建材関連製品事業」は、ビル・マンション用ドア、学校用パーティション、住宅用ドア・エクステリア等

を生産・販売しております。「サービス事業」は、既設シャッター・建材の保守及び修理を行っております。

「リフォーム事業」は、住宅の増改築及び住宅設備の取り替え・補修を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の方法

と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部利益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

　（会計方針の変更）に記載のとおり、当連結会計年度の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関

する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の測定方法を同様に変更しております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「シャッター関連製品事業」の売上高は3,009百万円

増加、「建材関連製品事業」の売上高は3,974百万円増加、「サービス事業」の売上高は15百万円増加、「リフォ

ーム事業」の売上高は17百万円増加、「その他」の売上高は341百万円増加しております。なお各セグメント利益

又は損失に与える影響は軽微であります。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結
財務諸表
計上額
(注)３

シャッター
関連製品

事業

建材関連
製品事業

サービス
事業

リフォーム
事業

計

売上高

外部顧客への

売上高
63,987 73,093 24,287 5,220 166,588 6,554 173,143 － 173,143

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

4,626 29 544 65 5,265 504 5,769 △5,769 －

計 68,614 73,122 24,831 5,286 171,854 7,058 178,913 △5,769 173,143

セグメント利益

又は損失（△）
7,582 2,276 3,706 △179 13,386 1,101 14,487 △3,972 10,514

セグメント資産 54,665 55,120 18,538 1,403 129,727 3,706 133,434 34,916 168,350

その他の項目

減価償却費

（注）４
1,588 1,225 121 13 2,948 98 3,047 796 3,843

のれん償却額 235 206 － － 441 － 441 － 441

持分法投資利

益
－ 354 － － 354 － 354 － 354

持分法適用会

社への投資額
－ 8,393 － － 8,393 － 8,393 － 8,393

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額

（注）４

1,649 1,142 112 15 2,919 0 2,920 470 3,391

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報及び収益の分解情報

前連結会計年度（自2020年４月１日　至2021年３月31日）

　(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、止水事業、太陽光発電システム事

業、不動産賃貸事業、家具製造販売事業、保険代理店事業、建築設計事業等を含んでおります。

２．調整額は以下の通りであります。

(1)セグメント利益又は損失（△）の調整額△3,972百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△3,970百万円、セグメント間取引消去△１百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに

帰属しない管理部門等に係る一般管理費であります。

(2)セグメント資産の調整額34,916百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産36,469百万円、セグ

メント間取引消去△1,553百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない余資運

用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門等に係る資産であります。

(3)その他の項目の減価償却費の調整額796百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償

却費であります。有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額470百万円は、各報告セグメントに配分し

ていない全社資産に係る増加額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

４．その他の項目の減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用に係る金額が含まれ

ております。
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（単位：百万円）

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結
財務諸表
計上額
(注)３

シャッター
関連製品

事業

建材関連
製品事業

サービス
事業

リフォーム
事業

計

売上高

顧客との契約

から生じる収

益

70,019 74,874 25,179 5,733 175,806 6,506 182,313 － 182,313

その他の収益 － － － － － － － － －

外部顧客への

売上高
70,019 74,874 25,179 5,733 175,806 6,506 182,313 － 182,313

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

4,659 29 393 6 5,088 835 5,923 △5,923 －

計 74,678 74,904 25,572 5,739 180,894 7,341 188,236 △5,923 182,313

セグメント利益

又は損失（△）
6,687 1,742 4,039 △135 12,333 906 13,240 △4,134 9,105

セグメント資産 56,538 56,517 19,722 1,315 134,094 4,065 138,159 31,046 169,205

その他の項目

減価償却費

（注）４
1,783 1,052 117 14 2,968 101 3,069 978 4,047

のれん償却額 263 158 － － 421 － 421 － 421

持分法投資損

失（△）
－ △769 － － △769 － △769 － △769

持分法適用会

社への投資額
－ 8,051 － － 8,051 － 8,051 － 8,051

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額

（注）４

2,043 1,219 107 17 3,387 4 3,391 295 3,687

当連結会計年度（自2021年４月１日　至2022年３月31日）

　(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、止水事業、太陽光発電システム事

業、不動産賃貸事業、家具製造販売事業、保険代理店事業、建築設計事業等を含んでおります。

２．調整額は以下の通りであります。

(1)セグメント利益又は損失（△）の調整額△4,134百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△4,132百万円、セグメント間取引消去△２百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに

帰属しない管理部門等に係る一般管理費であります。

(2)セグメント資産の調整額31,046百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産32,477百万円、セグ

メント間取引消去△1,431百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない余資運

用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門等に係る資産であります。

(3)その他の項目の減価償却費の調整額978百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係る減価償

却費であります。有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額295百万円は、各報告セグメントに配分し

ていない全社資産に係る増加額であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

４．その他の項目の減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には、長期前払費用に係る金額が含まれ

ております。
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日本 オセアニア アジア 合計

30,173 3,428 150 33,752

（単位：百万円）

シャッター
関連製品

事業

建材関連
製品事業

サービス
事業

リフォーム
事業

その他 全社・消去 合計

当期償却額 235 206 － － － － 441

当期末残高 4,038 172 － － － － 4,211

ｂ．関連情報

前連結会計年度（自2020年４月１日  至2021年３月31日）

　１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　２．地域ごとの情報

　(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。

当連結会計年度（自2021年４月１日  至2022年３月31日）

　１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　２．地域ごとの情報

　(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

　(2）有形固定資産

（単位：百万円）

　３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

前連結会計年度（自2020年４月１日  至2021年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自2021年４月１日  至2022年３月31日）

　該当事項はありません。

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

前連結会計年度（自2020年４月１日  至2021年３月31日）
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（単位：百万円）

シャッター
関連製品

事業

建材関連
製品事業

サービス
事業

リフォーム
事業

その他 全社・消去 合計

当期償却額 263 158 － － － － 421

当期末残高 4,007 14 － － － － 4,021

当連結会計年度（自2021年４月１日  至2022年３月31日）

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

前連結会計年度（自2020年４月１日  至2021年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自2021年４月１日  至2022年３月31日）

　該当事項はありません。

前連結会計年度
（自  2020年４月１日

至  2021年３月31日）

当連結会計年度
（自  2021年４月１日

至  2022年３月31日）

１株当たり純資産額 1,175.90円 1,225.96円

１株当たり当期純利益 117.16円 97.97円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 103.15円 85.55円

前連結会計年度
（自  2020年４月１日

至  2021年３月31日）

当連結会計年度
（自  2021年４月１日

至  2022年３月31日）

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
8,399 6,706

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益（百万円）
8,399 6,706

普通株式の期中平均株式数（株） 71,693,073 68,457,632

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 9,735,202 9,938,382

（うち転換社債型新株予約権付社債（株）） （9,735,202） （9,938,382）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

－ －

（１株当たり情報）

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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４．その他

役員の異動

①代表者の異動

　該当事項はありません。

②その他の役員の異動

　該当事項はありません。
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